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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第４期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

売上高 (千円) ― ― ― 2,489,258 4,022,793

経常利益 (千円) ― ― ― 200,445 251,646

当期純利益 (千円) ― ― ― 107,917 73,667

純資産額 (千円) ― ― ― 811,105 1,307,397

総資産額 (千円) ― ― ― 1,835,565 3,513,397

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 150,487.06 219,398.78

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― 19,675.22 11,763.74

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 17,814.65 10,009.67

自己資本比率 (％) ― ― ― 44.2 37.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― 18.5 7.0

株価収益率 (倍) ― ― ― 65.1 62.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 164,730 319,795

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △684,678 △1,434,993

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 672,390 1,364,228

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― 667,743 914,387

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

194
(58)

201
(129)



(2) 提出会社の状況 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第１期につきましては、設立初年度であるため、決算期間が平成13年７月９日から平成14年４月30日までの

９ヶ月と23日間であります。 

３ 第３期までの「持分法を適用した場合の投資損益」は、関連会社が存在しないため、また、第４期及び第５

期は連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

４ 当社は第４期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高は記載して

おりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第１期及び第２期については、潜在株式がないため、ま

た、第３期については新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場株式であり、かつ店頭登録もしてい

ないため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。 

６ 株価収益率については、第１期、第２期及び第３期については、当社株式は非上場・非登録でありますので

記載しておりません。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

売上高 (千円) 704,083 1,736,733 2,048,667 2,489,258 3,902,281

経常利益 (千円) 3,086 63,302 124,855 202,257 310,712

当期純利益 (千円) 2,294 32,267 69,912 109,730 125,073

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 50,000 200,000 223,275 359,275 589,076

発行済株式総数 (株) 1,000 4,000 4,350 5,350 5,959

純資産額 (千円) 52,294 234,971 353,176 812,918 1,360,931

総資産額 (千円) 307,920 916,062 992,044 1,824,629 3,451,105

１株当たり純資産額 (円) 52,294.95 58,742.84 81,190.09 150,825.89 228,382.55

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
―
(―)

―
(―)

5,000
(―)

5,000
(―)

5,000
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 2,294.95 20,268.36 17,105.98 20,025.18 20,700.56

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 18,131.52 17,613.95

自己資本比率 (％) 17.0 25.7 35.6 44.6 39.4

自己資本利益率 (％) 4.5 22.5 23.8 18.8 11.5

株価収益率 (倍) ― ― ― 63.9 35.4

配当性向 (％) ― ― 29.2 25.0 23.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 135,185 36,708 99,722 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △58,340 △117,997 △122,277 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 424,362 67,935 ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 126,845 469,919 515,300 ― ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
73
(0)

189
(9)

165
(9)

194
(58)

180
(128)



７ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第１期、第２期、第３期、第４期及び第５期の財務諸表

について中央青山監査法人の監査を受けております。 

 

２ 【沿革】 

  

 
  

  

  

年月 事項

平成13年７月 東京都台東区東上野の株式会社日本エル・シー・エー社屋内に、外食企業に対する人事事業請負

を目的とする、株式会社リンク・ワンを設立(資本金5,000万円)

平成13年９月 店長研修及びプログラム開発に関するアウトソーシングサービスを開始

平成13年10月 本社を渋谷区に移転

平成13年12月 教育コンサルティングサービスを開始

平成14年１月 プロ店長による業務請負サービスを開始

平成14年３月 スタートアップトレーニングサービスを開始

平成15年６月 大阪市北区に関西支社を設立

平成16年７月 東京証券取引所マザーズ市場に上場 

上場に伴う公募増資により資本金を357百万円とする

平成16年12月 株式会社エフ・アンド・エフマネジメントを増資引受により関連会社とする

平成17年１月 

 

地方の繁盛店舗の全国展開支援をするために、スープカレー業態スープカレー「心」のフランチ

ャイズ展開を開始

平成17年３月 有限会社ジースタイラスを増資引受により子会社とする

平成17年５月 愛知県名古屋市に名古屋営業所を開設

平成17年６月 株式会社セイインターナショナルを増資引受により関連会社とする

平成17年８月 有償第三者割当により資本金を584百万円とする

平成17年９月 株式会社Ｈｕｇｅを子会社として設立する

平成17年12月 株式会社トランシスを増資引受により子会社とする

株式会社エフ・アンド・エフマネジメントを株式取得により子会社とする

平成18年４月 株式会社ジースタイラスを非連結子会社化

株式会社Ｈｕｇｅを非連結子会社化



３ 【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社２社（株式会社エフ・アンド・エフマネジメント、株式会社ト

ランシス）、持分法適用関連会社３社（株式会社Ｈｕｇｅ、株式会社セイインターナショナル、株式会

社ジースタイラス）で構成されております。 

 当社グループは、外食を中心とするホスピタリティ業界の産業活性化を目指し、人材関連事業、Ｆ

Ｃ・直営関連事業、その他事業の３事業を展開しております。 

 当社グループを事業系統図によって示すと、次の通りであります。 

  

 

  

(注) １ ㈱セイインターナショナルは、ハウスウェディング事業運営、デザイン設計及びライセンス販売を行う会社

で、当社の持分法適用関連会社です。 

２ ㈱ジースタイラスは、逆求人型の人材採用企画「逆求人フェスティバル」を行う会社で、当社の持分法適用

関連会社です。 

３ ㈱エフ・アンド・エフマネジメントは、お好み焼き業態「鶴橋風月」のエリアフランチャイザーで、当社の

連結対象子会社です。 

４ ㈱Ｈｕｇｅは、オリジナルコンセプトレストランの企画・開発及び運営を行う会社で、当社の持分法適用関

連会社です。 

５ ㈱トランシスは、アロマコスメティックブランド「キャロルフランク」をはじめとする化粧品の輸入小売、

卸売、及びエステサロンの運営を行う会社で、当社の連結対象子会社です。 

６ 当社は、㈱日本エル・シー・エーの連結対象子会社でありましたが、平成18年３月23日に同社が保有する当

社株式を全株売却したことにより、同社の「その他関係会社」に該当しなくなりました。 

  



(1) 当社の事業内容 

当社グループは、「成長機会提供業」を経営理念に掲げ、顧客企業の事業拡大を支援するとともに社

員の「企業家という将来の目標」に向けた成長をサポートし、企業家を輩出することにより社会の発展

に貢献することを使命とし、事業を展開しており、具体的には、人材関連事業、ＦＣ・直営関連事業及

びその他事業から成り立っております。 

各事業においては、顧客企業もしくは顧客と直接接する「現場」にこだわり、「企業」「店舗」

「人」を直接的に支援することにより、顧客企業の収益獲得に向けた成長を加速させるサービスを提供

することが当社グループの事業の特長です。 

  

(2) 当社の事業部門別の事業内容 

［人材関連事業］ 

人材関連事業は、人材派遣事業、人材採用支援事業、教育コンサルティング事業により構成されてお

ります。 

 人材派遣事業 

当事業においては、プロ店長として育成された当社社員が顧客企業の店舗経営全般を請け負う現場

実践型のコンサルティング事業として、店舗運営代行サービス、新規出店時のスタートアップトレー

ナーサービスを行なっております。 

 人材採用支援事業 

当事業においては、採用業務全般のフルアウトソーシング業務、人材紹介サービスを行なっており

ます。 

 教育コンサルティング事業 

 当事業においては、外食業界の教育機関としてのフードビジネスアカデミーの運営、生産性向  

 上・目標設定に関する研修サービス、コンサルティング業務を行なっております。 

  

  

［ＦＣ・直営関連事業］ 

ＦＣ・直営関連事業は、フランチャイズ本部事業と直営店舗運営事業により構成されております。 

 フランチャイズ本部事業 

当事業においては、スープカレー「心」、大阪鶴橋お好み焼き「わっはっはっ風月」の全国フラン

チャイズ展開を行なっております。 

また、プロ店長支援を通して次なるＦＣブランドの発掘、業態開発を行なっております。 

  

 直営店舗運営事業 

 当事業においては、当社グループのサービスノウハウを追及したナンバーワン店舗の確立と共 

 に、ＦＣブランドの業態ブラッシュアップ及び社内外の人材育成のためのＯＪＴの場として自社  

 店舗の運営を行なっております。 

 

［その他事業］ 

 当事業においては、顧客企業へのその他のサービスとしての各種消耗品の販売代理や、新規事 

 業の展開等上記２事業以外の事業を行なっております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

連結子会社及び持分法適用関連会社 

 
  
（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

  

名称 住所

資本金又は 

出資金 

（百万円）

主要な事業の 

内容

議決権の所 

有割合 

（％）

関係内容

［連結対象子会社］

㈱エフ・アンド・エフ 

マネジメント 

東京都 

中央区
100

ＦＣ・直営関

連事業
 90.00

当社との業務提携によるフ

ランチャイズの展開 

役員の兼任 １名

㈱トランシス
東京都 

渋谷区
72 その他事業  51.28

当社との業務提携による教

育事業の展開 

役員の兼任 １名

［持分法適用関連会社]

㈱ジースタイラス
東京都 

港区 
10 人材関連事業  20.00

当社との業務提携による採

用事業展開

㈱Ｈｕｇｅ
東京都 

渋谷区
253

ＦＣ・直営関

連事業
 18.33

資金援助、当社との業務提

携による店舗展開

㈱セイインターナショナ

ル

東京都 

渋谷区
10 人材関連事業  15.00 役員の兼任 １名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年４月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。)

は、年間の平均人員を(外数)で記載しております。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年４月30日現在 
 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。)

は、年間の平均人員を(外数)で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

人材関連事業 130(17) 

ＦＣ・直営関連事業 36(108)

その他事業 21(１) 

全社（共通） 14(３) 

合計 201(129)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

      180(128) 28.9  2.3 4,613,755



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループは、当会計年度におきましては、ＦＣ・直営関連事業の立上げを最重要取組事項とし

て事業推進してまいりました。その結果、「スープカレー『心』」の20店舗出店を達成するととも

に、「大阪鶴橋お好み焼き わっはっはっ風月」のＦＣ展開を開始いたしました。また、商品開発・

物流・店舗企画など、人材関連以外の部分での外食店舗支援ノウハウの構築についても同時に達成す

ることが出来ました。 

この結果、当期の売上高は4,022百万円と前年同期と比べ1,533百万円（61.6％）の増収、営業利益

は283百万円と前年同月と比べ58百万円（25.8％）の増益、経常利益は251百万円と前年同期と比べ51

百万円（25.5％）の増益となり、創業以来５期連続で最高益の更新を実現いたしました。 

また、財務体質の改善に向けて当上半期から適用しております固定資産の減損について、将来キャ

ッシュフローの見積りの修正により減損損失を109百万円計上したため、当期純利益は73百万円と前年

同期と比べ34百万円（31.7％）の減益となりました。 

事業の種類別セグメントの概要は以下のとおりであります。 

  

人材関連事業 

人材派遣事業（プロ店長派遣事業）につきましては、店長の即戦力人材をＦＣ・直営関連事業へシ

フトした結果、売上規模は前期よりも低下いたしました。しかし、「スープカレー『心』」のＦＣ加

盟企業へのプロ店長派遣など、人材関連事業とＦＣ事業との営業シナジーが効きはじめており、今後

も安定的な収益が見込める当社の基幹事業と位置づけております。 

また、プロ店長事業は、大手コンビニチェーンやアミューズメント企業といった外食以外の業界か

らも注目されており、今期はこれらの業界に対してトライアルで支援を開始いたしました。これらの

業界での店長派遣のビジネスモデルを確立し、成長軌道に乗せることは、今後の重要な取組テーマで

あると認識しております。 

教育コンサルティング事業につきましては、多摩大学との連携により外食企業の幹部候補を育成す

る「フードビジネス チェンジリーダー育成塾」の第一期講座を開講する等、フードビジネスアカデ

ミー（ＦＢＡ）の商品力強化を行い、外食業界における教育機関としてのブランド構築を推進してま

いりました。 

人材採用支援事業におきましては、採用業務のフルアウトソーシング化のための採用バックオフィ

ス機能の拡充に向けて、施設設備等のインフラ整備を行ってまいりました。しかし、今期は採用マー

ケット環境の悪化に伴い販管費がかさみ、営業利益率の低下を招きました。今後は他事業との営業シ

ナジーの効かせられる外食業界へとターゲット顧客を絞り込んでいくことにより、収益性の改善を目

指します。 

これらの結果、人材関連事業の売上高は1,637百万円と前年同期と比べ２百万円（0.1％）の増収、

営業利益は211百万円と前年当期と比べ79百万円（59.8％）の増益になりました。 

  



ＦＣ・直営関連事業 

フランチャイズ本部事業におきましては、「スープカレー『心』」の出店が進み、当連結会計期間

終了時点でＦＣ10店・直営10店の計20店舗となりました。また、「スープカレー『心』」のエリアパ

ートナー契約を着実に締結したことにより、計28都府県において今後の出店が期待できる状態を構築

いたしました。 

 直営店舗運営事業につきましては、第二のＦＣブランドである「大阪鶴橋お好み焼き わっはっは

っ風月」の業態ブラッシュアップなど、既存店の強化を行いました。前述の「スープカレー『心』」

の直営店も含め、当連結会計期間終了時点の当社の直営店舗数は22店舗となりました。また、本年４

月には、グループ会社である㈱Ｈｕｇｅがファインダイニング及びスパニッシュイタリアンレストラ

ンを計２店舗出店いたしました。 

 これらの結果、ＦＣ・直営関連事業の売上高は2,329百万円と前年同期と比べ1,479百万円

（174.1％）の増収、営業利益は81百万円と前年同期と比べ11百万円（12.3％）の減益となりました。 

  

その他事業 

顧客企業へのその他のサービスとしての各種消耗品の販売代理や、新規事業の展開に関わる収益を

計上しております。 

これらの結果、その他事業の売上高は56百万円と前年同期と比べ51百万円（1,130.0％）の増収、営

業損失は９百万円（前年同期は営業損失０百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金および現金同等物は914百万円と前年当期と比べ246百万円（36.9％）の

増加となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業キャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、319百万円と前年同期と比べ155百万円（94.1％）の増加とな

りました。これは主として、税金等調整前当期純利益を175百万円計上し、更に非資金費用として減価

償却費を175百万円計上しましたが、売上債権の増加額99百万円、法人税等の支払額81百万円の支出要

因があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、△1,434百万円と前年同期に比べ750百万円（109.6％）の減

少となりました。これは、有形固定資産の取得による支出1,219百万円、敷金・保証金への支出250百万

円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,364百万円と前年同期と比べ691百万円（102.9％）の増加

となりました。これは主として、株式の発行による収入451百万円、社債の発行による収入544百万円、

長期借入れによる収入735百万円などによるものであります。 

  



２ 【受注及び販売の状況】 

(１) 受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

(２) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
(注) 当連結会計年度の株式会社レストラン・エクスプレスについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略

しました。 

  

事業の種類別セグメント 金額(千円) 前年同期比(％)

人材関連事業 1,700,127 ＋15.8

ＦＣ・直営関連事業 2,330,481 ＋172.6

その他事業 57,209 ＋1,125.5

合計 4,087,818 ＋75.6

事業の種類別セグメント 金額(千円) 前年同期比(％)

人材関連事業 1,637,103 ＋0.1

ＦＣ・直営関連事業 2,329,431 ＋174.1

その他事業 56,258 ＋1,130.0

合計 4,022,793 ＋61.6

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社フーズ・ワン ― ― 373,512 9.3

株式会社レストラン・エクスプレス 286,784 11.5 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

① 事業間シナジーの強化 

各々の事業部で営業活動を行うのではなく、リレーションシップ・マネージャー制度を導入すること

により、顧客企業の課題解決に向けたソリューションを部門横断で連携して提供していく組織体制へと

進化してまいります。 

 ② 社員一人当たりの生産性向上 

当社では、適正な利益を確保するために売上高経常利益率の向上を目指しております。これを実現す

るために、社員に対する積極的な教育投資を行い、個々人の能力開発を促進することで、社員一人当た

りの生産性向上を実現してまいります。 

③ 効率的な本社機能の構築 

間接部門におきましては、業務の効率化を積極的に推進し、効率的な本社機能を構築してまいりま

す。これにより一層の収益性の改善が実現されるものと考えております。 

  

  

  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

  

(1) プロ店長人材の確保に関するリスク 

当社の展開する人材派遣事業（プロ店長派遣事業）では、プロ店長へと成長することのできる資質を

持ち合わせた人材を確保することが重要です。 

 そのために、当社グループにおいては、充実した社員教育・研修制度や多様なキャリアプランを整備

するとともに、当社が独自開発した適性検査を実施することにより、適正な資質を持った社員の確保に

向けた対応を既に実施しております。しかし万一、人材採用市場が急速に悪化し、プロ店長の採用が計

画通りに進展しなかった場合、事業業績が低下する可能性があります。 

  

(2) ＦＣブランドの競合に関するリスク 

当社グループでは、現在「スープカレー『心』」、「大阪鶴橋お好み焼き わっはっはっ風月」の２

つのＦＣブランドの展開を行っておりますが、これらのブランドが継続的に成長を続けることが重要と

考えております。 

 外食業界は他業態と比較すると参入障壁が低く、新規参入も多い業界ですが、当社グループにおいて

は継続的に業態のブラッシュアップを行うことで、ブランドの独自性を保持していきたいと考えており

ます。しかし万一、当社グループが出店している店舗と類似したコンセプトの競合店舗の出店が増加し

た場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。そのために、第３、第４のＦＣブラン

ドの発掘についてもあわせて実施し、事業としてのリスクヘッジを行っております。 

  



(3) 個人情報管理に関するリスク 

当社グループでは、人材採用支援事業を中心に、学生や転職希望者をはじめとする個人情報を取り扱

っております。 

 そのために、当社グループにおいては、個人情報の漏洩および個人情報への不正なアクセスを重大な

リスクと認識し、「個人情報保護に関する方針」を制定して社内に周知徹底するとともに、プライバシ

ーマークについても取得申請中であります。しかし万一、何らかのかの事情で個人情報の漏洩・流出が

発生した場合、当社グループの社会的信用や業績に影響を与える可能性があります。 

  

  

  

  

  

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) フランチャイズ契約の要旨 

ａ．スープカレー「心」 フランチャイズチェーン加盟契約 

当社は、スープカレー業態の東京地区他の展開を図るため、法人の店舗運営希望者に対して「スー

プカレー「心」フランチャイズ加盟契約」を締結することでフランチャイズ権の付与を行っておりま

す。なお、契約の要旨は次の通りであります。 

内容

当社は、本契約の有効期間中、加盟店が所定の契約事項を履行することを条件と

して、一定の場所での店舗の設置を認める。また、当該場所において事業運営マ

ニュアル、その他の当社の事業ノウハウ及び当社商標の使用によってスープカレ

ー「心」として開店し、経営する資格を付与する。 

上記に付随して、当社は加盟店に対して業務に関する一定の指導援助を行う。

契約期間
契約締結の日より効力を生じ、契約店舗を開店した日から満５年間その効力を有

する。ただし、延長条項が存在する。

契約内容

加盟金 当該契約締結時に一定額の支払

保証金 当該店舗開店時に一定額を預託

ロイヤリティ 店舗の月間総売上高につき一定率の支払



  

ｂ．スープカレー「心」 エリアパートナー契約 

当社は、スープカレー「心」の全国規模での展開を図るため、法人の店舗運営希望者に対してスー

プカレー「心」地区本部認定(エリアパートナー)契約を締結し、エリアフランチャイズ権の付与を行

っております。契約内容の要旨は、次のとおりであります 

 
  

ｃ．お好み焼きダイニング「わっはっはっ風月」フランチャイズチェーン加盟契約書 

 
  

(2) 当社とキズナジャパン株式会社との「インフォメーションタイムレコーダー」の販売代理に関する契

約の解約 

  

当社は平成17年10月31日付でキズナジャパン株式会社との販売代理店に関する契約を解約いたしま

した。 

  

名称 スープカレー「心」地区本部認定(エリアパートナー)契約

内容

当社は、エリアーパートナーが一定の地域内でスープカレー「心」チェーンの加

盟店をエリア出店件数内で募集しまたは直営店を当該エリア出店枠数内で出店す

ることを認める。また、契約期間中当該地域においてエリアフランチャイズ本部

としてエリアフランチャイズ権を付与する。

契約期間
契約締結日から一定期間とする。 

ただし、延長条項が存在する。

契約内容

エリアパートナー 

権利金

契約締結時に一定の当該エリア出店枠に対して一定額の

支払 

ただし、当該出店枠を超える出店の際は当該店舗数毎に

一定額の支払

ロイヤリティ 店舗の月間総売上高につき一定率の支払

内容

当社は、本契約の有効期間中、加盟店が所定の契約事項を履行することを条件と

して、一定の場所での店舗の設置を認める。また、当該場所において事業運営マ

ニュアル、その他の当社の事業ノウハウ及び当社商標の使用によって「わっはっ

はっ風月」として開店し、経営する資格を付与する。 

上記に付随して、当社は加盟店に対して業務に関する一定の指導援助を行う。

契約期間
契約締結の日より効力を生じ、契約店舗を開店した日から満５年間その効力を有

する。ただし、延長条項が存在する。

契約内容

 加盟金  当該契約締結時に一定額の支払

 保証金  当該店舗開店時に一定額を預託

 ロイヤリティ  店舗の月間総売上高につき一定率の支払



(3) 当社と株式会社シンカとの販売教授受託に関する契約 

 
  

(4) 当社と株式会社リンクアップの販売代理に間する契約 

 
  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

名称 中途採用管理システム「ｅ-Ｆｉｔ」の販売教授受託契約

内容

株式会社シンカは、当社に対し、中途採用管理システム「ｅ-Ｆｉ
ｔ」の販売業務を委託し、当社がこれを受託したものとする。 
当社はシステム利用料として毎月１社あたりずつシステム使用料を
株式会社シンカに支払う。

契約期間
契約締結日から５年間とする。

だたし、延長条項が存在する。

契約内容 販売代理店加盟金 契約締結時に一定の販売代理店枠
の認定に対して一定の支払額

名称 携帯販売促進システム「Ｌ-ＭＡＩＬ」に関する代理店契約

内容  当社は本契約の有効期間中、株式会社リンクアップの携帯販売  
 促進システム「Ｌ-ＭＡＩＬ」を販売する資格を得る。

契約期間
 契約締結日から１年間とする。

だたし、延長条項が存在する。

契約内容 販売代理店加盟金 契約締結時に一定の販売代理店の
認定に対して一定の支払額



７ 【財務状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動のための充分な資金確保、及び健全なバランスシー

トの維持を財務方針としています。 

当期末の総資産額は、35億13百万円(前期比91.4％増)となりました。 

このうち流動資産は、15億33百万円(前期比54.5％増)となり、主に現預金、売掛金等により構成され

ております。  

固定資産のうち有形固定資産は、10億54百万円(前期比341.9％増)となり、主に建物及び構築物と建

設仮勘定により構成されております。無形固定資産は、１億38百万円(前期比10.4％減)となり、主に営

業権と連結調整勘定により構成されております。投資その他の資産は、７億86百万円(前期比75.1％増)

となり、主に敷金・保証金及び長期前払費用により構成されております。直営店舗増加のために有形固

定資産が増加いたしました。 

当期末の負債合計は、21億83百万円(前期比114.1％増)となりました。 

このうち、流動負債は９億42百万円(前期比57.9％増)となり、主に一年以内返済長期借入金、未払金

により構成されております。固定負債は12億41百万円(前期比193.4％増)となり、主に社債と長期借入

金から構成されております。 

当期末の資本の合計は、13億７百万円(前期比61.2％)となりました。当期は、第三者割当による新株

発行により、資本金及び資本準備金が、それぞれ224百万円、224百万円、また新株予約権の行使によ

り、資本金及び資本準備金がそれぞれ４百万円、４百万円増加いたしました。なお、自己資本比率は上

記増資及び当期純利益の計上等により37.2％になりました。 

  

  

  

  

  

  

(2) 経営成績の分析 

「１ 業績等の概要、(１)業績」に記載したとおりであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

「１ 業績等の概要、(２)キャッシュ・フローの状況」に記載したとおりであります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期における設備投資の総額は632百万円（店舗賃借に係る敷金142百万円を含む）であり、主な内容は

下記の店舗出店によるものであります。 

  

 
  

 
（注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の設備投資の主な内訳は、次のとおり

であります。 

 
  

業態 店舗名

スープカレー スープカレー「心」 池袋西店

スープカレー スープカレー「心」 戎橋店

スープカレー スープカレー「心」 中目黒店

スープカレー スープカレー「心」 原宿店

スープカレー スープカレー「心」 フィールズ南柏店

スープカレー スープカレー「心」 本町店

スープカレー スープカレー「心」 モレラ岐阜店

お好み焼きダイニング わっはっはっ風月  川口店

お好み焼きダイニング わっはっはっ風月  さいたま新都心店

お好み焼きダイニング わっはっはっ風月  三田店

店舗名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

(千円)

工具、器具
及び備品 
(千円)

敷金
（千円） 
 

合計 
(千円)

スープカレー心
（東京都豊島区他
６店舗）

ＦＣ・直営関連事
業

店舗開業設備
等

197,450 13,759 38,330 249,540 ７（38）

お好み焼きダイニ
ング（埼玉県川口
市他２店舗）

ＦＣ・直営関連事
業

店舗開業設備
等

113,059 ― 24,579 137,639 ７（19）

事業の種類別セグメントの名称
当期連結会計年度
(百万円)

前年同期比
(％)

人材関連事業 58 75.3

ＦＣ・直営関連事業 570 120.3

その他 0 ―

小計 629 114.2

消去又は全社 3 42.9

合計 633 113.4



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年４月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

３ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

 
  

(2) 国内子会社 

平成18年４月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数 
(人)建物

(千円)

工具、器具
及び備品 
(千円)

合計
(千円)

直営店舗 
（東京都、大阪府）

ＦＣ・直営関連事業 店舗設備 507,730 33,978 541,709 24 (106)

本社 
(東京都渋谷区)

全社 本社設備 9,743 3,586 13,329 141 (９)

関西支社 
(大阪市北区)

全社 営業拠点 3,070 248 3,318 ９ (１)

町田オペレーション
センター 
（東京都町田市）

全社 営業拠点 ― 2,843 2,843 ６ (12)

名古屋営業所 
(愛知県名古屋市)

全社 営業拠点 649 149 799 ０ (０)

事業所名
事業の種類別セグメントの

名称
設備の内容

年間賃借料又は 
リース料(千円)

リース契約残高
(千円)

直営店舗 
（東京都、大阪
府）

ＦＣ・直営関連事業

店舗用厨房設備他

（所有権移転外ファ

イナンス・リース）

26,359 145,033

関西支社 全社 事務所内装工事 2,635 5,887

本社 全社 会計システム 1,794 4,766

本社 全社 電子計算機 954 5,856

本社 全社 その他備品・設備 1,544 3,104

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種 
類別セグ 
メントの 
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
(名)建物

(千円）
工具器具
（千円）

合計  
（千円）

㈱トランシス
本社     
（東京都渋谷 
 区）

 その他事業 店舗設備 2,356 79 2,436 21(１)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、今後３年程度の事業計画、資金計画等を総合的に勘案して策定し

ております。なお、当連結会計年度における設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。 

(1) 新設 

 
  

  

(2) 改修 

特筆すべき事項はありません。 

  

会社名 所在地

事業の種類 

別セグメン 

トの名称

設備 

の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定
完成後
の増加 
能力

総額 

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

㈱リンク・ワ

ン

東京都豊島区他

10箇所

ＦＣ・直営関

連事業

店 舗 設 備

（リース店

舗）

188,000 ―
自己資金及

び借入金

平成18年９

月～

平成19年４

月

㈱リンク・ワ

ン

福岡県福岡市他

１店舗

ＦＣ・直営関

連事業

店 舗 設 備

（直 営 店

舗）

145,000 ―
自己資金及

び借入金

平成18年９

月～

平成18年12

月

㈱リンク・ワ

ン
東京都渋谷区 人材関連事業

人材紹介サ

イト構築
5,000 ―

自己資金及

び借入金

平成18年11

月～

平成19年４

月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

第１回新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次

のとおりであります。(平成16年２月18日開催の臨時株主総会特別決議) 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 21,400

計 21,400

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年４月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年７月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 5,959 6,076
東京証券取引所
(マザーズ市場)

(注)

計 5,959 6,076 ― ―

事業年度末現在
(平成18年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年６月30日)

新株予約権の数 200個  200個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 200株  200株

新株予約権の行使時の払込金額 133,000円 133,000円

新株予約権の行使期間
自 平成17年３月６日
至 平成20年３月５日

自 平成17年３月６日 
至 平成20年３月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 133,000円
資本組入額 66,500円

発行価格  133,000円 
資本組入額 66,500円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きないものとします。

各新株予約権の一部行使はで
きないものとします。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。



第２回新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次

のとおりであります。(平成16年２月18日開催の臨時株主総会特別決議) 

  

 
  

事業年度末現在
(平成18年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年６月30日)

新株予約権の数 - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 - -

新株予約権の行使時の払込金額 133,000円 133,000円

新株予約権の行使期間
自 平成17年３月６日
至 平成20年３月５日

自 平成17年３月６日 
至 平成20年３月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  133,000円
資本組入額  66,500円

発行価格  133,000円 
資本組入額  66,500円

新株予約権の行使の条件

① 付与対象者は、本新株予
約権の権利行使時におい
て、当社の事業遂行上重
要なる第三者であること
を要します。

② 各新株予約権の一部行使
はできないものとしま
す。

① 付与対象者は、本新株予
約権の権利行使時におい
て、当社の事業遂行上重
要なる第三者であること
を要します。

② 各新株予約権の一部行使
はできないものとしま
す。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。



第３回新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次

のとおりであります。(平成16年５月24日開催の臨時株主総会特別決議) 

  

 
(注) 新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部または一部を行使することができます。ただし、１個

の新株予約権をさらに分割して行使することはできません。 

(2) 新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役または従業員である場合に限り新株予約権を行使する

ことができます。ただし、任期満了による退任、定年退職、グループ企業への転籍による退任・退職その

他の正当な理由があると取締役会が認めた場合は新株予約権を行使することができます。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができます。ただし、

新株予約権者の相続人が権利行使をする場合の条件は平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議および平

成16年５月24日開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによります。 

(4) 新株予約権者は、当社普通株式が証券取引所において上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約

権を行使することができます。 

(5) その他の条件は、平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議および平成16年５月24日開催の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。

  

事業年度末現在
(平成18年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年６月30日)

新株予約権の数 436個 317個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 436株 317株

新株予約権の行使時の払込金額 300,000円 300,000円

新株予約権の行使期間
自 平成18年６月１日
至 平成23年５月31日

自 平成18年６月１日 
至 平成23年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 300,000円
資本組入額 150,000円

発行価格  300,000円 
資本組入額 150,000円

新株予約権の行使の条件 (注) (注)

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。



第４回新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次の

とおりであります。(平成17年７月28日開催の定時株主総会特別決議) 

  

 
(注) 新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の行使にあたっては、全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさら

に分割して行使することはできないものとする。 

   (2) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社および当社の

関係会社の取締役、監査役および従業員ならびに社外協力者いずれかの地位を保有している場合に限り新株

予約権を行使することができる。ただし、任期満了による退任、定年退職、グループ会社への転籍による退

任・退職その他の正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。ただし、(4)に規定

する「新株予約権割当契約書」に定める条件による。 

(4) その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。 
  

  

事業年度末現在
(平成18年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年６月30日)

新株予約権の数 1,540個 1,475個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,540株 1,475株

新株予約権の行使時の払込金額 812,000 812,000

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月29日  
 至 平成27年７月28日

自 平成19年７月29日  
 至 平成27年７月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価額  812,000
資本組入額 406,000

発行価額  812,000 
資本組入額 406,000

新株予約権の行使の条件          （注）          （注）

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。



第５回新株予約権 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次の

とおりであります。(平成17年７月28日開催の定時株主総会特別決議) 

  

 
(注) 新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

   (2) 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

(3) 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を
調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

   
  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

事業年度末現在
(平成18年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年６月30日)

新株予約権の数 86個 86個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 86株 86株

新株予約権の行使時の払込金額 872,000円 872,000円

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月29日  
 至 平成27年７月28日

自 平成19年７月29日  
 至 平成27年７月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価額  872,000
資本組入額 436,000

発行価額  872,000 
資本組入額 436,000

新株予約権の行使の条件 (注） (注）

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年７月９日(注)１ 1,000 1,000 50,000 50,000 ― ―

平成14年10月１日(注)２ 1,000 2,000 50,000 100,000 ― ―

平成15年４月29日(注)３ 2,000 4,000 100,000 200,000 ― ―

平成16年１月31日(注)４ 350 4,350 23,275 223,275 23,275 23,275

平成16年７月２日(注)５ 1,000 5,350 136,000 359,275 234,000 257,275

平成17年８月29日(注)６ 534 5,884 224,814 584,089 224,814 482,089

平成17年９月30日(注)７ 75 5,959 4,987 589,076 4,987 487,076



(注) １ 設立による株式発行1,000株 

 
２ 有償株主割当 

 
３ 有償第三者割当増資 

 
株式会社日本エル・シー・エー、リンク・インベストメント株式会社、リンク・ワン従業員持株会、他３社

８名であります。 

４ 有償第三者割当増資 

 
リンク・ワン従業員持株会、HSBC INTERNATIONAL TRUSTEE (SINGAPORE) LIMITED AS CUSTODIAN OF THE 

ASSETS OF PAM VENTURE PASSPORT FUND、JBC投資事業組合 株式会社エイチ・エスインベストメントであり

ます。 

５ 有償一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

 
６ 有償第三者割当増資 

 
投資事業組合 企業発展ファンド（業務執行組合員 三井物産企業投資株式会社）であります。 

７ 新株予約権の行使による増加であります。 

８ 平成18年５月１日から平成18年７月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式 

      総数が117株、資本金及び資本準備金がそれぞれ17,550千円増加しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年４月30日現在 

 
（注）上記「その他の法人」のうち証券保管振替機構名義失念株式         ―株 

  

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 133,000円

資本組入額 66,500円

発行価格 400,000円

引受価額 370,000円

発行価額 272,000円

資本組入額 136,000円

発行価格 842,000円

資本組入額 421,000円

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

０ ４ 10 24 ７ ０ 1,569 1,614 ―

所有株式数 
(株)

０ 712 438 739 222 ０ 3,848 5,959 ―

所有株式数 
の割合(％)

０ 11.95 7.35 12.40 3.73 ０ 64.57 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年４月30日現在 

 
(注)前事業年度末現在主要株主であった㈱日本エル・シー・エーは、当事業年度末では主要株主ではなくな

りました。 

 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

投資事業組合 企業発展ファン
ド 業務執行組合員三井物産企
業投資株式会社

東京都千代田区大手町１丁目２番１号 534 8.96

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 519 8.71

大和証券エスエムビーシー株式
会社

東京都千代田区丸の内１丁目８番１号 148 2.48

株式会社東広 東京都渋谷区大山町24丁目13番 136 2.28

河原庸仁 東京都世田谷区 136 2.28

リンク・ワン従業員持株会 東京都渋谷区桜丘町20丁目１番 120 2.01

大和証券金融株式会社（業務
口）

大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番地６号 90 1.51

平堀剛 東京都大田区 87 1.46

クレジットスイスファーストボ
ストンヨーロッパピービー

東京都品川区東品川２丁目３番地14号 86 1.44

エイチ・エス証券株式会社 東京都新宿区西新宿６丁目８番１号 75 1.26

計 ― 1,931 32.39



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年４月30日現在 

 
（注）上記「その他の法人」のうち証券保管振替機構名義失念株式         ―株 

  

② 【自己株式等】 

平成18年４月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

     5,959
5,959 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 5,959 ― ―

総株主の議決権 ― 5,959 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び商法第280条

ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

第１回新株予約権 

(平成16年２月18日開催の臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしま

す。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数につい

てのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式を

処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、未

行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げます。 

 
  なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含みません。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

  

決議年月日 平成16年２月18日

付与対象者の区分及び人数 外部アドバイザー  １名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 200株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個あたり133,000円(注)２

新株予約権の行使期間
平成17年３月６日から
平成20年３月５日まで

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとします。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要します。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



第２回新株予約権 

(平成16年２月18日開催の臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしま

す。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数につい

てのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式を

処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、未

行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げます。 

 
  なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含みません。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

  

決議年月日 平成16年２月18日

付与対象者の区分及び人数 外部アドバイザー  １名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 75株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個あたり133,000円(注)２

新株予約権の行使期間
平成17年３月６日から
平成20年３月５日まで

新株予約権の行使の条件
① 付与対象者は、本新株予約権の権利行使時において、当社の事業遂
行上重要なる第三者であることを要します。

② 各新株予約権の一部行使はできないものとします。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要します。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



第３回新株予約権 

(平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしま

す。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数につい

てのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式を

処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、未

行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げます。 

 
  なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含みません。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

３ 新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部または一部を行使することができます。ただし、１個

の新株予約権をさらに分割して行使することはできません。 

(2) 新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役または従業員である場合に限り新株予約権を行使する

ことができます。ただし、任期満了による退任、定年退職、グループ企業への転籍による退任・退職その

他の正当な理由があると取締役会が認めた場合は新株予約権を行使することができます。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができます。ただし、

新株予約権者の相続人が権利行使をする場合の条件は平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議および平

成16年５月24日開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによります。 

(4) 新株予約権者は、当社普通株式が証券取引所において上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約

権を行使することができます。 

(5) その他の条件は、平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議および平成16年５月24日開催の取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。

  

決議年月日 平成16年５月24日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役及び従業員 66名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 558株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個あたり 300,000円(注)２

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日から
平成23年５月31日まで

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要します。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



第４回新株予約権 

(平成17年7月28日開催の定時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしま

す。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数につい

てのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

   ２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式を

処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、未

行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げます。 

 
  なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含みません。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

３ 新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部または一部を行使することができます。ただし、１個

の新株予約権をさらに分割して行使することはできません。 

(2) 新株予約権者は、権利行使時において当社および当社の関係会社の取締役、監査役および従業員ならびに

社外協力者いずれかの地位を保有している場合に限り新株予約権を行使することができます。ただし、任

期満了による退任、定年退職、グループ企業への転籍による退任・退職その他の正当な理由があると取締

役会が認めた場合は新株予約権を行使することができます。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができます。ただし、

新株予約権者の相続人が権利行使をする場合の条件は平成17年7月28日開催の定時株主総会以降に開催さ

れる取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めると

ころによります。 

  

決議年月日 平成17年７月28日

付与対象者の区分 当社の取締役、監査役および従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 1,914株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個あたり812,000円(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年７月29日から
平成27年７月28日まで

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要します。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株あたりの払込金額

調整後払込価額＝調整前払込金額×
新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



第５回新株予約権 

(平成17年7月28日開催の定時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしま

す。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数について

のみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

 
２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
 また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式
を処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、
未行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は
切り上げます。 

 
  なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含みません。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

３ 新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部または一部を行使することができます。ただし、１個

の新株予約権をさらに分割して行使することはできません。 

(2) 新株予約権者は、権利行使時において当社および当社の関係会社の取締役、監査役および従業員ならびに

社外協力者いずれかの地位を保有している場合に限り新株予約権を行使することができます。ただし、任

期満了による退任、定年退職、グループ企業への転籍による退任・退職その他の正当な理由があると取締

役会が認めた場合は新株予約権を行使することができます。 

(3) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができます。ただし、

新株予約権者の相続人が権利行使をする場合の条件は平成17年7月28日開催の定時株主総会以降に開催さ

れる取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めると

ころによります。 

  
  

決議年月日 平成17年７月28日

付与対象者の区分及び人数 当社の社外協力者

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 86株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個あたり872,000円(注)２

新株予約権の行使期間
平成19年７月29日から
平成27年７月28日まで

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要します。

調整後払込金額＝調整前払込金額× 分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割または併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に長期間当社株式を保有していただき、安定的な株主配当により利益を還元させて

いただきたくことを経営の重要な課題と認識しております。配当政策については、財政状態ならびに将来

の事業展開に向けた内部留保資金とのバランスを考慮したうえで、業績に応じた配当を実施することを基

本方針としております。 

 当期の配当金につきましては、１株あたり5,000円の配当といたしました。この結果、当期の配当性向

は23.0％となりました。 

 また内部留保資金につきましては、新規事業進出をはじめとした積極的な投資を実施することにより更

なる事業発展を実現することで、株主価値の向上に努めてまいります。 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

なお、当社株式は平成16年７月２日付で東京証券取引所マザーズ市場に上場しておりますので、それ以前につ

いては該当ありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月

最高(円) ― ― ― 3,030,000 1,320,000

最低(円) ― ― ― 635,000 718,000

月別 平成17年11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月

最高(円) 784,000 995,000 1,100,000 1,040,000 858,000 820,000

最低(円) 718,000 725,000 794,000 725,000 760,000 728,000



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(株)

代表取締役 
社長

河 原 庸 仁 昭和40年11月30日生

昭和63年４月 株式会社日本エル・シー・エ

ー入社

136
平成12年11月 同社執行役員PDO事業部長

平成13年７月 当社出向 代表取締役専務

平成14年４月 当社転籍 代表取締役社長(現

任)

常務取締役 平 堀   剛 昭和36年４月14日生

昭和61年４月 山洋電機株式会社入社

87

昭和63年７月 株式会社セブン-イレブン・ジ

ャパン入社

平成元年１月 株式会社日本エル・シー・エ

ー入社

平成13年７月 当社出向 取締役

平成14年４月 当社常務取締役

平成14年11月 当社転籍  常務取締役（現

任）

取締役 小 川 晴 寿 昭和44年７月１日生

平成５年４月 株式会社日本エル・シー・エ

ー入社

58平成13年７月 当社出向 取締役

平成14年11月 当社転籍 取締役（現任）

常勤 
監査役

鳥 居   功 昭和９年３月４日生

昭和33年４月 昭和石油(現昭和シェル石油株

式会社)入社

５平成３年１月 有限会社シー・エル・コンサ

ルティング代表取締役

平成14年11月 当社常勤監査役(現任)

監査役 伊 藤 光 政 昭和20年４月３日生

昭和42年４月 全日本観光株式会社(現株式会

社東武ツーリスト)入社

10

昭和48年４月 東京事業推進会入所

昭和54年３月 社会保険伊藤事務所設立 所

長(現任)

平成３年８月 株式会社ビジネスライフ設立

代表取締役(現任)

平成10年１月 株式会社ガリバーインターナ

ショナル 監査役

平成16年２月 当社監査役(現任)

監査役 天 官   準 昭和20年４月22日生

昭和47年４月 昭和石油(現昭和シェル石油株

式会社)入社

-

平成７年４月 同社 本社秘書室長

平成９年４月 同社 北陸支店支店長

平成11年３月 昭石ガス株式会社常務取締役就任

平成14年６月 東亜石油株式会社常勤監査役就任

平成17年６月

平成18年７月

同社監査役退任(現在に至る)

当社監査役（現任）

計 296



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、会社の経営管理体制を整備し必要な施

策を実施していくことと認識しており、設立初年度より経営上の最も重要な課題のひとつとして捉えて

おります。 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

a. 会社機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

当社は、経営意思決定を迅速に行い、かつ経営を円滑に機能をさせるために、毎月の定時取締役

会の他に週２回の幹部社員ミーティングを実施しております。 

また、当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役と非常勤の社外監査役がそれぞれ１名の体

制であります。監査役は取締役会及び幹部社員ミーティング等の重要会議に出席し、取締役の職務

執行を監視しております。 

当社におけるコーポレート・ガバナンス体制の状況は次のとおりであります。 

  

 

  

  

b. 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

当社の内部監査は、法令違反や不祥事等の発生を未然に防止するため、内部監査室を設置し、業

務執行活動の全般に関する妥当性及び有効性を確認しております。 

監査役は、内部監査人及び監査法人と協調しつつ業務監査及び会計監査を実施しております。 

c. 会計監査の状況 

商法監査は、当社が商法上の中会社であることから、監査役により実施されております。 

証券取引法監査に基づく会計監査、四半期財務諸表に対する意見表明は、中央青山監査法人によ



り実施されております。 

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は、秋山直樹、柴田篤であり、監査業務に係る補助者

の構成は、公認会計士２名、会計士補３名、補助者３名であります。 

(注) 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

該当事項はありません。 

  

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

平成18年度におきましては、毎月１回以上の定時取締役会の他に、必要に応じて臨時取締役会を開催

し、更に取締役、事業部長クラスの幹部社員によるミーティングを週に２回開催し、充分な情報共有と

議論を重ねた上で、経営重要事項の審議を行っております。 

  

  

  

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

役員報酬： 

取締役に支払った報酬     105,509千円 

監査役に支払った報酬      12,542千円 

合計     118,051千円 

  

(5) 監査報酬の内容 

当社が中央青山監査法人と締結した、第５期事業年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日）

に係る公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は

19,000千円（消費税等を含まない）であり、上記の規定する業務に基づく報酬以外の報酬はありませ

ん。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年５月１日から平成17年４月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年５月１日から平成17年４月30日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年５月１日から平成17年４月

30日まで)及び前事業年度(平成16年５月１日から平成17年４月30日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

５月１日から平成18年４月30日まで)及び当事業年度(平成17年５月１日から平成18年４月30日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

前連結会計年度
(平成17年４月30日)

当連結会計年度 
(平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※４ 667,743 1,014,387

 ２ 受取手形及び売掛金 177,318 290,509

 ３ たな卸資産 8,151 53,380

 ４ 繰延税金資産 40,540 42,895

 ５ その他 102,903 137,365

 ６ 貸倒引当金 △3,676 △4,835

   流動資産合計 992,980 54.1 1,533,702 43.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 218,540 564,825

     減価償却累計額 △10,613 207,927 △41,274 523,550

  (2) 建設仮勘定 - 490,016

  (3) その他 45,165 73,126

     減価償却累計額 △14,465 30,700 △32,239 40,887

   有形固定資産合計 238,627 13.0 1,054,453 30.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 94,959 71,219

  (2) 連結調整勘定 - 30,831

  (3) その他 59,789 36,662

   無形固定資産合計 154,748 8.4 138,713 4.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 60,887 102,182

  (2) 長期前払費用 187,380 180,481

  (3) 敷金・保証金 189,177 369,171

  (4) 繰延税金資産 11,733 68,016

  (5) その他 2,642 71,331

  (6) 貸倒引当金 △2,611 △4,654

   投資その他の資産合計 449,209 24.5 786,528 22.3

   固定資産合計 842,584 45.9 1,979,695 56.3

   資産合計 1,835,565 100.0 3,513,397 100.0

 



 
  

前連結会計年度
(平成17年４月30日)

当連結会計年度 
(平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 66,615 65,540

 ２ 短期借入金 ※５ 1,500 100,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

202,171 298,360

 ４ 未払金 129,702 166,737

 ５ 未払費用 93,181 90,170

 ６ 未払法人税等 52,851 132,944

 ７ その他 50,446 88,279

   流動負債合計 596,470 32.5 942,033 26.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 - 550,000

 ２ 長期借入金 421,363 666,710

 ３ 連結調整勘定 1,575 -

 ４ その他 - 24,300

   固定負債合計 422,939 23.0 1,241,010 35.3

   負債合計 1,019,409 55.5 2,183,043 62.1

(少数株主持分)

   少数株主持分 5,050 0.3 22,956 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 359,275 19.6 589,076 16.7

Ⅱ 資本剰余金 257,275 14.0 487,076 13.9

Ⅲ 利益剰余金 190,641 10.4 231,244 6.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,913 0.2 - -

   資本合計 811,105 44.2 1,307,397 37.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

1,835,565 100.0 3,513,397 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,489,258 100.0 4,022,793 100.0

Ⅱ 売上原価 1,795,304 72.1 3,115,258 77.4

   売上総利益 693,953 27.9 907,534 22.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 468,498 18.8 623,905 15.5

   営業利益 225,454 9.1 283,629 7.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 426 688

 ２ 受取寄付金 300 -

  ３ 受取補償金 - 869

 ４ 受取手数料 - 1,755

 ５ 書籍印税 - 982

 ６ その他 664 1,390 0.0 1,949 6,244 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 7,122 15,014

 ２ 新株発行費 2,395 8,220

 ３ 上場関連費用 14,554 -

 ４ 社債発行費 - 5,714

 ５ 持分法による投資損失 1,812 3,081

 ６ その他 515 26,400 1.0 6,194 38,226 1.0

   経常利益 200,445 8.1 251,646 6.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 - 30,489

 ２ 役員保険解約返戻金 - - - 13,761 44,250 1.1

Ⅶ 特別損失

 １ 関係会社整理損 449 -

 ２ 店舗撤退損失 ※２ 19,485 -

 ３ 減損損失 ※３ - 109,454

 ４ 固定資産売却損 ※４ - 19,934 0.8 10,971 120,426 3.0

   税金等調整前当期純利益 180,510 7.3 175,470 4.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

82,780 166,715

   法人税等調整額 △10,187 72,592 3.0 △56,170 110,544 2.8

   少数株主損失 - - 8,741 0.2

   当期純利益 107,917 4.3 73,667 1.8

 



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 23,275 257,275

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株の発行 234,000 224,814

 ２ 新株予約権の権利 
   行使による増加

- 234,000 4,987 229,801

Ⅲ 資本剰余金期末残高 257,275 487,076

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 104,474 190,641

 

Ⅱ 利益剰余金増加高

 当期純利益 107,917 107,917 73,667 73,667

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 21,750 26,750

 ２ 役員賞与 - 6,000

 ３ 連結除外に伴う利益剰余 
   金減少高

- 21,750 315 33,065

Ⅳ 利益剰余金期末残高 190,641 231,244



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 180,510 175,470

   減価償却費 115,228 175,933

   貸倒引当金の増減額（△減少） 2,122 3,201

   受取利息及び受取配当金 △426 △688

   支払利息 7,122 15,014

   持分法による投資損益 1,812 3,081

   店舗撤退損失 19,485 -

   投資有価証券売却益 - △30,489

   減損損失 - 109,454

   関係会社整理損 449 -

   売上債権の増減額（△増加） △69,094 △99,940

   たな卸資産の増減額（△増加） △7,108 △42,831

   前払費用の増減額（△増加） △34,548 3,574

   仕入債務の増減額（△減少） 47,614 △1,418

   未払金の増減額（△減少） 27,394 54,046

   未払費用の増減額（△減少） 14,564 △1,864

   未払消費税等の増減額（△減少） △27,631 47,770

   前受金の増減額（△減少） △21,721 6,267

     役員賞与の支払額 - △6,000

   その他 △14,119 5,104

    小計 241,653 415,687

   利息及び配当金の受取額 426 688

   利息の支払額 △6,911 △15,551

   法人税等の支払額 △70,436 △81,028

   営業活動によるキャッシュ・フロー 164,730 319,795

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預け入れによる支出 - △100,000

   有形固定資産の取得による支出 △85,014 △1,219,142

   無形固定資産の取得による支出 △77,409 △651

   投資有価証券の取得による支出 △19,500 △53,180

   投資有価証券の売却による収入 - 57,589

   新規連結子会社株式の取得による収入 ※３ 6,876 4,725

   関係会社株式の取得による支出 △9,500 △1,500

   連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売 
   却による収入

- 227,545

   貸付による支出 △7,865 △3,500

   貸付金の回収による収入 8,780 194

   営業譲受による支出 ※２ △365,771 -

   長期前払費用の取得による支出 △93,439 △130,668

   敷金・保証金への支出 △47,465 △250,453

   その他 5,628 34,049

   投資活動によるキャッシュ・フロー △684,678 △1,434,993



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額(△減少) △80,000 △500

   長期借入れによる収入 547,750 735,108

   長期借入金の返済による支出 △141,215 △340,563

   株式の発行による収入 367,605 451,611

   社債の発行による収入 - 544,285

   配当金の支払額 △21,750 △25,713

   財務活動によるキャッシュ・フロー 672,390 1,364,228

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 - △2,386

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 152,442 246,644

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 515,300 667,743

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 667,743 914,387



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

㈲ジースタイラス 

 なお、㈲ジースタイラスについて

は、持分取得により当連結会計年度

(下期末)より連結の範囲に含めており

ます。 

 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

㈱エフ・アンド・エフマネジメント 

㈱トランシス 

 なお、㈱エフ・アンド・エフマネジ

メントについては、当連結会計年度に

おいて新たに株式を取得したことによ

り、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

 ㈱トランシスについては、当連結会

計年度において新たに株式を取得した

ことにより、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

 ㈱ジースタイラスについては、当連

結会計年度に株式を売却したことか

ら、連結の範囲から除外し、持分法適

用の関連会社に含めております。

２ 持分法の適用に関する事

項

(1)持分法を適用した関連会社数

１社

 関連会社名

㈱エフ・アンド・エフマネジメント

 なお、㈱エフ・アンド・エフマネジ

メントについては、新たに株式を取得

したことから、当連結会計年度より持

分法適用の関連会社に含めておりま

す。

(1)持分法を適用した関連会社数

３社

 関連会社名

㈱セイインターナショナル 

㈱Ｈｕｇｅ 

㈱ジースタイラス

なお、㈱セイインターナショナルにつ
いては、新たに株式を取得したことか
ら、当連結会計年度より持分法適用の
関連会社に含めております。 
㈱Ｈｕｇｅについては、新たに株式を
取得したことから、当連結会計年度よ
り持分法適用の関連会社に含めており
ます。 
㈱ジースタイラスについては、当連結
会計年度に株式を売却したことから、
連結の範囲から除外し、持分法適用の
関連会社に含めております。 
 また、㈱エフ・アンド・エフマネジ
メントについては、当連結会計年度に
おいて新たに株式を追加取得したこと
により、持分法適用の関連会社から連
結子会社としました。

(2) 持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社については、

連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。 

 

(2)      同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社のうち、㈲ジースタイラ

スの決算日は６月30日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。 

 

 連結子会社のうち、㈱エフ・アン

ド・エフマネジメントの決算日が６月

30日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

①有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

 ―――――――――

  時価のないもの

…移動平均法による原価法

  時価のないもの

    同左

②たな卸資産 

  材料  最終仕入原価法 

  貯蔵品 総平均法による原価法 

 

②たな卸資産 

商品  個別法及び最終仕入原価法 

材料  最終仕入原価法 

貯蔵品 総平均法による原価法 

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

①有形固定資産

 定率法を採用しております。

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）は

定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８～19年

その他 ２～15年

 

①有形固定資産

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物         ８～19年 

 工具、器具及び備品  ２～18年

②無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（主として５年）に基づく定額法

を採用しております。

 

②無形固定資産

      同左

③長期前払費用

 定額法を採用しております。

 

③長期前払費用

      同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 

貸倒引当金 

       同左

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

       同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

 特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理を行

っております。

① ヘッジ会計の方法

      同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

…金利スワップ取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

      同左

(ロ)ヘッジ対象

…変動金利の借入金利息

③ ヘッジ方針

 市場相場変動に伴うリスクの軽減

を目的として利用する方針でありま

す。

③ ヘッジ方針

      同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段およびヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、かつ

相場変動またはキャッシュ・フロー

変動リスクを完全に相殺するものと

想定されるため、有効性の判定は省

略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

      同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

①消費税等の会計処理

      同左

②繰延資産の処理方法

(イ)新株発行費

発生時に全額費用として処理して

おります。

②繰延資産の処理方法

 新株発行費、社債発行費、創業費

および開業費については、発生時に

全額費用として処理しております。

（追加情報） 

 平成16年７月２日付にて、引受証券

会社の引受価額370,000円、発行価格

400,000円として有償一般募集によ

り、新株式1,000株の発行を行いまし

た。 

 本発行に係る引受契約においては、

発行価格の総額と引受価額の総額との

差額30,000千円は引受証券会社の手取

金とし、引受手数料は支払われないこ

ととされております。従って、新株発

行費用には本発行に係る引受手数料は

含まれておりません。よって、引受証

券会社が発行価格で引受を行い、これ

を一般投資家に販売する買取引受契約

に比べ、新株発行費と資本金及び資本

準備金の合計額とが、それぞれ30,000

千円少なく計上され経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ同額

多く計上されております。また引受価

額のうち、136,000円は資本金に、

234,000円は資本準備金に組み入れて

おります。 

 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

 

       同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定は、５年間で均等償却

しております。ただし、金額に重要性

のないものについては、発生年度に一

括償却しております。 

 

       同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

 

       同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

 

       同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

        ――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。

これにより税金等調整前当期純利益が109,454千円減
少しております。

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

前連結会計年度
(平成17年４月30日)

当連結会計年度
(平成18年４月30日)

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式） 7,687千円

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式） 29,502千円

※２ 当社の発行済株式総数は普通株式5,350株であり

ます。

※２ 当社の発行済株式総数は普通株式5,959株であり

ます。

 ３       ――――――――― 

 

 

  
 
 
 
※４      ――――――――― 
 
 
 
 
※５      ――――――――― 
 
 

 ３ 保証債務 

   下記取引先に対し債務保証を行っております。 

   (1) 店舗等賃貸借契約に対する保証 

    ㈱Ｈｕｇｅ      508,698千円 

   (2) 割賦債務及びリース債務に対する保証 

    ㈱フーズ・ワン     55,650千円

※４ 担保資産
  担保に供している資産は次のとおりであります。 
   現金及び預金     19,000千円 
  （支払保証委託に伴う担保差入であります。） 
 
※５ 当座貸越契約

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結してお
ります。当事業年度末における当座貸越契約に係
る借入未実行残高は次のとおりであります。

千円

当座貸越契約の総額 100,000

借入実行残高 100,000

差引額 0



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 4,940千円

役員報酬 84,748

従業員給与 57,225

旅費交通費 14,182

地代家賃 27,667

減価償却費 12,533

報酬 97,847
  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 3,922千円

役員報酬 135,728

従業員給与 118,639

旅費交通費 20,807

地代家賃 34,094

減価償却費 5,472

報酬 54,985

 

※２ 店舗撤退損失の内訳

建物 4,219千円

長期前払費用 11,792

敷金・保証金 2,100

その他 1,374

  計 19,485

 
 
※３      ――――――――― 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※４      ――――――――― 
 

 
 

 

 

※２      ―――――――――

 
 
 
 
 
 

※３ 減損損失

当会計期間において、当社グループは以下の資産につ
いて減損損失を計上しております。

 

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

本社 遊休資産
長期前払費用

62,400
（FC加盟金）

風月佐野店 直営店舗 建物 47,054

合計 109,454

 当社グループでは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、主として店舗を基本単位としてグルーピ

ングを行っており、遊休資産については当該資産単独で

グルーピングを行っております。 

 その結果、出店計画に見直しが生じた上記資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（109,454千円）として特別損失に計上してお

ります。 

 なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、売却や他への転用が困難な資産は０円とし

ております。

※４ 固定資産売却損の内訳

建物 10,624千円

工具・器具 253千円

長期前払費用 94千円

計 10,971千円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成17年４月30日現在)

現金及び預金勘定 667,743千円

現金及び現金同等物 667,743千円

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成18年４月30日現在)

現金及び預金勘定 1,014,387千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△100,000千円

現金及び現金同等物 914,387千円

 

 

※２ 営業譲受により増加した資産及び負債の内訳

  ダイニング居酒屋５店舗を㈱伴茶夢より営業の譲り

受けをしたことにより増加した資産及び負債の内訳

建物 132,017千円

工具、器具及び備品 33,499

敷金・保証金 81,192

  資産合計 246,708千円

 

※２       ―――――――――

 

※３ 持分取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

  持分取得により㈲ジースタイラスを連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社持

分の取得価額と同社持分取得による収入（純額）と

の関係は、次のとおりであります。

流動資産 19,232千円

固定資産 1,801

流動負債 △8,408

連結調整勘定 △1,575

少数株主持分 △5,050

㈲ジースタイラスの 
持分取得価額

6,000

㈲ジースタイラスの 
現金及び現金同等物

△12,876

差引：㈲ジースタイラスの
持分取得による収入

△6,876

  

 

 ４      ―――――――――

※３ 持分取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 持分取得により㈱Ｈｕｇｅ、㈱トランシス、㈱

エフ・アンド・エフマネジメント、ＩＢＡ１号投

資事業組合の４社を連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに同社持分の取得価

額と同社持分取得による収入（純額）との関係

は、次のとおりであります。

流動資産 471,838 千円

   固定資産 10,799  
   流動負債 △9,602  
   固定負債 △45,952  
   連結調整勘定 28,151  
   少数株主持分 △31,235  
   持分取得価額 424,000  
   現金及び現金同等物 428,725  
 差引：持分取得による収入 △4,725  

 
 ４ 株式及び出資持分の売却により連結子会社でなく

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式及び出資持分の売却により当連結会計年度

において連結子会社でなくなった㈱ジースタイラ

ス及びＩＢＡ１号投資事業組合の株式及び出資持

分売却時の資産及び負債の主な内訳は、次の通り

であります。

流動資産 316,646 千円

固定資産 7,584  
資産合計 324,231  

 
流動負債 △27,761  
負債合計 △27,761  



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具 
及び備品

66,313 23,647 42,665

ソフトウェア 8,436 4,004 4,431

合計 74,749 27,652 47,097

 
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具、器具
及び備品

205,125 76,074 129,050

ソフトウェア 18,986 9,452 9,533

合計 224,111 85,527 138,583

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 13,737千円

１年超 43,301千円

合計 57,039千円

  

２ 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 41,562千円

１年超 133,521千円

合計 175,083千円

 

 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 10,654千円

減価償却費相当額 14,743千円

支払利息相当額 950千円

 
 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 35,214千円

減価償却費相当額 57,523千円

支払利息相当額 3,896千円

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

率法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 

５ 利息相当額の算定方法

 同左 

 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
  

種類

前連結会計年度
(平成17年４月30日）

当連結会計年度
(平成18年４月30日）

取得原価
(千円)

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの

(1) 株式 5,100 11,700 6,600 - - -

(2) 債券 - - - - - -

(3) その他 - - - - - -

小計 5,100 11,700 6,600 - - -

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの

(1) 株式 - - - - - -

(2) 債券 - - - - - -

(3) その他 - - - - - -

小計 - - - - - -

合計 5,100 11,700 6,600 - - -

前連結会計年度
（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日）

当連結会計年度
（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日）

売却額(千円)
売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

売却額(千円)
売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

― ― ― 57,589 30,489 ―

前連結会計年度
(平成17年４月30日)

当連結会計年度
(平成18年４月30日)

連結貸借対照表計上額
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 41,500 52,680

債券 ― 20,000

前連結会計年度（平成17年４月30日） 当連結会計年度（平成18年４月30日）

１年以内 
(千円)

１年超５年
以内 
(千円)

５年超10年
以内 
(千円)

10年超
(千円)

１年以内
(千円)

１年超５年
以内 
(千円)

５年超10年
以内 
(千円)

10年超 
(千円)

債券

  社債 ― ― ― ― ― 20,000 ― ―



    (デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

① 取引の内容及び利用目的等

  現状、当社グループは借入金利息の金利相場の変動

によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を行

っております。

  なお、当該取引についてヘッジ会計を適用しており

ます。

① 取引の内容及び利用目的等

    当社は、より多くの預金利息収益を獲得することを

目的として、定期預金金額の一部を「継続選択権付

（複数権利行使型）パワードリバース自由金利型定期

預金（為替相場水準継続判定特約条項付）」に預入れ

ております。この定期預金は、通貨オプション取引を

組み込んだ複合金融商品（以下「デリバティブ預金」

と称す）であります。また、前述取引のほか変動金利

の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるた

め、金利スワップ取引を行っております。

 (1) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段……金利スワップ取引

   ヘッジ対象……変動金利の借入金利息

 (1) ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

 (2) ヘッジ方針

   市場相場変動に伴うリスクの軽減を目的として利

用する方針であります。

 (2) ヘッジ方針

  同左 

 (3) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段およびヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、かつ相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動リスクを完全に相殺するものと想定される

ため、有効性の判定は省略しております。

 (3) ヘッジ有効性評価の方法

    同左

② 取引に対する取組方針

  これらの取引については、原則、実需の範囲内で行

うこととし、投機目的のために行うことはありませ

ん。

② 取引に対する取組方針

  同左

③ 取引に係るリスクの内容

  これらの取引は、市場相場変動に伴うリスクを有し

ております。取引の契約先は、いずれも信用度の高い

金融機関であるため、相手先の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。

③ 取引に係るリスクの内容

  デリバティブ預金においては、為替相場の変動によ

るリスクのほか、６ヶ月ごとに契約を継続するかどう

かの選択権が契約先側のみにあり当社は違約金を支払

わなければ中途解約できないという約定となっている

ため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が

預金元本を毀損するリスクを有しております。 

 金利スワップ取引においては、市場金利の変動によ

るリスクを有しております。なお、いずれのデリバテ

ィブ取引の契約も信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。

④ 取引に係るリスク管理体制

  これらの取引の実行および管理は管理規定に従い行

われております。

④ 取引に係るリスク管理体制

  同左



当連結会計年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

 該当事項はありません。 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いてお

ります。 

 また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いておりま

す。 

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日) 

 当社グループは、退職金制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

 当社グループは、退職金制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月30日)

当連結会計年度
(平成18年４月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

 未払事業税否認額 5,976千円

 賞与引当金否認額 26,491千円

 その他 8,072千円

繰延税金資産(流動)計 40,540千円

繰延税金資産(固定)

 減価償却超過額 11,083千円

 その他 3,335千円

繰延税金資産(固定)計 14,419千円

繰延税金負債(固定)

 その他有価証券評価差額金 2,686千円

繰延税金負債(固定)計 2,686千円

繰延税金資産(固定)の純額 11,733千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税否認額 10,764千円

賞与引当金否認額 23,461千円

その他 8,670千円

繰延税金資産(流動)計 42,895千円

繰延税金負債(流動)計 -千円

繰延税金資産(流動)の純額 42,895千円

繰延税金資産(固定)

減価償却超過額 29,945千円

長期前払費用償却超過額 25,715千円

繰越欠損金 31,404千円

その他 12,390千円

繰延税金資産(固定)小計 99,456千円

評価性引当金 31,440千円

繰延税金資産(固定)計 68,016千円

繰延税金負債(固定)計 -千円

繰延税金資産(固定)の純額 68,016千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下

のため、記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  

法定実効税率 40.70%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.00%

住民税均等割等 5.70%

欠損子会社の未認識税務利益 12.60%

その他 1.90%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.00%



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

 
 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 人材関連事業 …………人材派遣事業、人材採用支援事業、教育コンサルティング事業 

(2) ＦＣ・直営関連事業 …フランチャイズ本部事業、直営店舗運営事業 

(3) その他事業 ……………保険代理店事業等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（881,064千円）の主なものは、親会社における余資運

用資金（現金及び預金）、長期投資資金（敷金・保証金）であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

人材関連 
事業 
（千円）

ＦＣ・直営
関連事業 
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全 
社（千円）

連結 
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する売
  上高

1,634,714 849,969 4,574 2,489,258     - 2,489,258

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

     -      -     -     -     -      -

計 1,634,714 849,969 4,574 2,489,258     - 2,489,258

営業費用 1,502,461 756,734 4,607 2,263,803     - 2,263,803

営業利益 
又は営業損失（△）

132,252 93,234 △32 225,454     - 225,454

Ⅱ．資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 358,064 595,811   625 954,501 881,064 1,835,565

減価償却費 39,921 70,960     - 110,881 4,347 115,228

資本的支出 148,036 385,117     - 533,154 7,651 540,805



当連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 
 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 人材関連事業 …………人材派遣事業、人材採用支援事業、教育コンサルティング事業 

(2) ＦＣ・直営関連事業 …フランチャイズ本部事業、直営店舗運営事業 

(3) その他事業 ……………保険代理店事業等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,139,841千円）の主なものは、当社における余資運

用資金（現金及び預金）であります。 

４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

 当社及び連結子会社において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 当社及び連結子会社において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

人材関連 
事業 
（千円）

ＦＣ・直営
関連事業 
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全 
社（千円）

連結 
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する売
  上高

1,637,103 2,329,431 56,258 4,022,793          - 4,022,793

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

     -           -          -          -          -           -

計 1,637,103 2,329,431 56,258 4,022,793          - 4,022,793

営業費用 1,425,816 2,247,632 65,714 3,739,164          - 3,739,164

営業利益 
又は営業損失（△）

211,286 81,798 △ 9,456 283,629          - 283,629

Ⅱ．資産、減価償却費、減 
  損損失及び資本的支出

資産 447,366 1,780,894 145,295 2,373,556 1,139,841 3,513,397

減価償却費 43,120 127,340 172 170,633 5,300 175,933

減損損失           - 109,454          - 109,454          - 109,454

資本的支出 59,078 666,332 - 725,410 3,613 729,024



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

３ 取引価格は、他の取引先と同一の基準により決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

   取引に重要性がありませんので省略しております。 

  
  

  

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有 

(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱日本エル・ 
シー・エー

京都市 
中京区

1,866,916
コンサルティ 
ング事業

(被所有)
直接 41.2

―
業務受託
及び業務
委託

業務受託料
の受取 
(注)３

115,159 売掛金 9,102

業務委託料
の支払 
(注)３

66,148
未払金 
買掛金

22,769
3,189

寄付金の受
取

300 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日) 

 該当事項はありません 

  

当連結会計年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

 該当事項はありません 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

１株当たり純資産額 150,487 円 06 銭 219,398円 78銭

１株当たり当期純利益 19,675 円 22 銭 11,763円 74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 17,814 円 65 銭 10,009円 67銭

前連結会計年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益（千円） 107,917 73,667

 普通株主に帰属しない金額（千円） 6,000 6,000

  （うち利益処分による役員賞与金） (6,000) (6,000)

 普通株式に係る当期純利益（千円） 101,917 67,667

 普通株式の期中平均株式数（株） 5,180 5,752

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（千円） ― ―  

普通株式増加数（株） 541 1,008

  （うち新株予約権） ( 541) (570)

  （うち転換社債） (―) (438)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

― ―



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注)１ 無担保転換社債型新株予約権付社債に関する記載は次のとおりです。 

 
      なお、新株予約権は、本社債と分離して譲渡することはできません。 

          また、新株予約権行使により発行した株式はありません。 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均残高を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱リンク・ワン
第１回無担保転換社債
型新株予約権付社債 
(注)１

平成17年
８月29日

― 550,000 ― ―
平成21年
11月30日

合計 ― ― ― 550,000 ― ― ―

銘柄 新株予約権行使期間 発行価格(円)
発行価額の
総額 
(千円)

発行株式
付与割合 
(％)

第１回 平成17年９月１日から平成21年11月27日 100 550,000 普通株式 100

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,500 100,000 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 202,171 298,360 1.6 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

421,363 666,710 1.7
平成19年５月１日～
平成25年４月１日

合計 625,035 1,065,070 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

281,873 248,402 73,672 22,871



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成17年４月30日)

当事業年度 
(平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※５ 654,866 861,383

 ２ 売掛金 171,348 274,778

 ３ 商品 - 16,796

 ４ 材料 3,866 6,748

 ５ 貯蔵品 4,285 1,516

 ６ 前払費用 47,484 36,532

 ７ 繰延税金資産 40,321 42,895

 ８ 一年以内返済予定 
   関係会社長期貸付金

- 38,333

 ９ 未収入金 34,075 17,936

 10 未収消費税等 16,049 -

 11 その他 7,413 43,818

 12 貸倒引当金 △3,676 △4,678

   流動資産合計 976,033 53.5 1,336,060 38.7

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 218,540 562,469

    減価償却累計額 10,613 207,927 41,274 521,194

  ２ 工具、器具及び備品 45,165 73,046

    減価償却累計額 14,465 30,700 32,239 40,806

  ３ 建設仮勘定 - 490,016

   有形固定資産合計 238,627 13.1 1,052,017 30.5

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 94,959 71,219

  ２ 商標権 367 325

  ３ ソフトウェア 59,421 36,030

   無形固定資産合計 154,748 8.5 107,575 3.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 53,200 72,680

  ２ 関係会社株式 9,500 201,920

  ３ 出資金 10 10

  ４ 関係会社出資金 6,000 -

  ５ 関係会社長期貸付金 - 66,667

  ６ 破産更生債権等 2,611 4,654

  ７ 長期前払費用 187,380 178,940

  ８ 繰延税金資産 11,733 68,016

  ９ 敷金・保証金 187,375 367,218

  10 その他 21 -

  11 貸倒引当金 △2,611 △4,654

   投資その他の資産合計 455,220 24.9 955,452 27.7

   固定資産合計 848,596 46.5 2,115,045 61.3

   資産合計 1,824,629 100.0 3,451,105 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年４月30日)

当事業年度 
(平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 66,615 62,270

 ２ 短期借入金 ※６ - 100,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

202,171 298,360

 ４ 未払金 ※１ 127,109 162,445

 ５ 未払費用 93,181 88,071

 ６ 未払法人税等 50,950 132,784

 ７ 未払消費税等 - 31,646

 ８ 前受金 41,629 33,678

 ９ 預り金 4,905 8,359

 10 その他 3,783 12,608

   流動負債合計 590,347 32.3 930,224 27.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 - 550,000

 ２ 長期借入金 421,363 585,650

 ３ その他 - 24,300

   固定負債合計 421,363 23.1 1,159,950 33.6

   負債合計 1,011,711 55.4 2,090,174 60.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 359,275 19.7 589,076 17.1

Ⅱ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 257,275 487,076

   資本剰余金合計 257,275 14.1 487,076 14.1

Ⅲ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 2,175 2,175

 (2) 任意積立金

     別途積立金 30,000 80,000

 (3) 当期未処分利益 160,279 202,603

   利益剰余金合計 192,454 10.6 284,778 8.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３ 3,913 0.2 - -

   資本合計 812,918 44.6 1,360,931 39.4

   負債・資本合計 1,824,629 100.0 3,451,105 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

  １．役務収益 1,639,288 1,576,739

  ２．ＦＣ・直営店舗売上高 849,969 2,489,258 100.0 2,325,542 3,902,281 100.0

Ⅱ 売上原価

  １．役務原価 1,126,879 1,086,560

  ２．ＦＣ・直営店舗売上原価 668,425 1,795,304 72.1 1,983,017 3,069,578 78.7

   売上総利益 693,953 27.9 832,703 21.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 2,294 9,580

 ２ 販売手数料 7,581 747

 ３ 貸倒引当金繰入額 4,940 3,765

 ４ 役員報酬 84,748 112,051

 ５ 従業員給与 57,225 77,462

 ６ 出向料 710 -

 ７ 旅費交通費 14,182 14,014

 ８ 地代家賃 27,667 26,760

 ９ 減価償却費 12,533 5,300

 10 報酬 97,847 54,474

 11 その他 158,767 468,498 18.8 190,355 494,512 12.6

   営業利益 225,454 9.1 338,191 8.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 86 688

 ２ 受取配当金 340 -

 ３ 受取寄付金 ※１ 300 -

 ４ 受取手数料 ※１ - 1,671

 ５ 書籍印税 - 982

 ６ その他 664 1,390 0.0 2,031 5,373 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 7,122 14,907

 ２ 新株発行費 2,395 8,220

 ３ 上場関連費用 14,554 -

 ４ 社債発行費 - 5,714

 ５ 関係会社株式評価損 - 1,500

 ６ その他 515 24,587 1.0 2,508 32,851 0.8

   経常利益 202,257 8.1 310,712 8.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 - 30,489

 ２ 役員保険解約返戻金 - - - 13,761 44,250 1.1

Ⅶ 特別損失

 １ 関係会社整理損 449 -

 ２ 店舗撤退損失 ※２ 19,485 -

 ３ 固定資産売却損 ※３ - 10,971

 ４ 減損損失 ※４ - 19,934 0.8 109,454 120,426 3.1

   税引前当期純利益 182,322 7.3 234,536 6.0

   法人税、住民税及び 
   事業税

82,780 165,633

   法人税等調整額 △10,187 72,592 2.9 △56,170 109,462 2.8

   当期純利益 109,730 4.4 125,073 3.2

   前期繰越利益 50,549 77,529

   当期未処分利益 160,279 202,603



役務原価明細書 

  

 
  

  

  

ＦＣ・直営店舗売上原価明細書 

  

 
  

  

  

  

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 労務費 616,845 54.7 557,614 51.3

Ⅱ 経費

 １ 広告掲載費 147,094 163,258

 ２ 外注費 146,615 147,311

 ３ その他 216,323 510,033 45.3 218,375 528,945 48.7

   役務原価 1,126,879 100.0 1,086,560 100.0

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 151,470 22.7 412,218 20.8

Ⅱ 労務費 222,941 33.3 546,749 27.6

Ⅲ 経費

１ 地代家賃 66,779 168,738

２ 減価償却費 65,795 127,340

３ その他 161,438 294,013 44.0 727,971 1,024,050 51.6

FC・直営店舗売上原価 668,425 100.0 1,983,017 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年７月28日)

当事業年度 
(平成18年７月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 160,279 202,603

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 26,750 29,795

 ２ 役員賞与金 6,000 6,000

   （うち監査役賞与金） ( 450 ) ( 450 )

 ３ 任意積立金

   別途積立金 50,000 82,750 50,000 85,795

Ⅲ 次期繰越利益 77,529 116,808



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

子会社株式及び関連会社株式

        同左

その他有価証券

 時価のあるもの

―――――

 時価のないもの

移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

材料  最終仕入原価法 

貯蔵品 総平均法による原価法

商品  個別法 

材料  最終仕入原価法 

貯蔵品 総平均法による原価法

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については、定額法によっており

ます。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物         ８～19年

  工具、器具及び備品  ２～15年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能

期間(主として５年)に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費

発生時に全額費用として処理してお

ります。

（追加情報）
 平成16年７月２日付にて、引受証券
会社の引受価額370,000円、発行価格
400,000円として有償一般募集により、
新株式1,000株の発行を行いました。

 本発行に係る引受契約においては、

発行価格の総額と引受価額の総額との

差額30,000千円は引受証券会社の手取

金とし、引受手数料は支払われないこ

ととされております。従って、新株発

行費用には本発行に係る引受手数料は

含まれておりません。よって、引受証

券会社が発行価格で引受を行い、これ

を一般投資家に販売する買取引受契約

に比べ、新株発行費と資本金及び資本

新株発行費及び社債発行費は、発生時

に全額費用として処理しております。 



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

準備金の合計額とが、それぞれ30,000

千円少なく計上され経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ同額多く計

上されております。また引受価額のう

ち、136,000円は資本金に、234,000円

は資本準備金に組み入れております。

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理を行

っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 ① ヘッジ手段…金利スワップ取引

 ② ヘッジ対象…変動金利の借入金

利息

(3) ヘッジ方針

  市場相場変動に伴うリスクの軽減

を目的として利用する方針でありま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段およびヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、かつ

相場変動またはキャッシュ・フロー

変動リスクを完全に相殺するものと

想定されるため、有効性の判定は省

略しております。

(1) ヘッジ会計の方法 

       同左  

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

       同左 

 

 

(3) ヘッジ方針 

       同左 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

       同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



重要な会計方針の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

          ――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（第６

号 平成15年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が109,454千円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

（損益計算書） 

 前事業年度において「役務収益」に含まれておりま

した「ＦＣ・直営店舗売上高」は、売上高に占める割

合が高まりましたので、当事業年度から区分掲記して

おります。 

 なお、前事業年度における当該金額は、110,270千円

であります。 

  

 前事業年度において「役務原価」に含まれておりま

した「ＦＣ・直営店舗売上原価」は、売上高に占める

割合が高まりましたので、当事業年度から区分掲記し

ております。 

 なお、前事業年度における当該金額は、114,752千円

であります。

          ―――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

前事業年度 
(平成17年４月30日)

当事業年度
(平成18年４月30日)

 

※１ 関係会社項目

   関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。

未払金 22,769千円

※１        ―――――

  

※２ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数(普通株式) 16,000株

発行済株式総数(普通株式) 5,350株

※２ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数(普通株式) 21,400株

発行済株式総数(普通株式) 5,959株

※３ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が、3,913

千円増加しております。なお、当該金額は商法施

行規則第124条第３号の規定により、配当に充当

することが制限されております。

※３        ―――――

       

 ４        ―――――  ４ 保証債務 

下記取引先に対し債務保証を行っております。 

(1) 店舗等賃貸借契約に対する保証 

  ㈱Ｈｕｇｅ      508,698千円 

(2) 割賦債務及びリース債務に対する保証 

  ㈱フーズ・ワン     55,650千円

※５        ―――――  

 

 

 

※６        ―――――  
 

※５ 担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

 現金及び預金     19,000千円 

 （支払保証委託に伴う担保差入であります。）

※６ 当座貸越契約 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

   ために取引銀行１行と当座貸越契約を締結してお 

   ります。当事業年度末における当座貸越契約に係 

   る借入金未実行残高は次のとおりであります。

千円

当座貸越契約の総額 100,000

借入実行残高 100,000

差引額 0



  

 

 
  

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

 

※１ 関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。

受取寄付金 300千円

 
 

※１ 関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。

受取手数料 1,671千円

 

※２ 店舗撤退損失の内訳

建物 4,219千円

長期前払費用 11,792千円

敷金・保証金 2,100千円

その他 1,374千円

計 19,485千円

※２      ―――――

 

※３         ――――― ※３ 固定資産売却損の内訳

 

建物 10,624千円

工具・器具 253千円

長期前払費用 94千円

計 10,971千円

※４         ―――――

 

※４ 減損損失 

 当会計期間において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失 
（千円）

本社 遊休資産
長期前払費用 
（FC加盟金）

62,400

風月佐野店 直営店舗 建物 47,054

   当社グループでは、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として、主として店舗を基本単位とし

てグルーピングを行っており、遊休資産について

は当該資産単独でグルーピングを行っておりま

す。 

 その結果、出店計画に見直しが生じた上記資産

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（109,454千円）として特

別損失に計上しております。 

 なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、売却や他への転用が困難な資

産は０円としております。 

 



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具 
及び備品

66,313 23,647 42,665

ソフトウェア 8,436 4,004 4,431

合計 74,749 27,652 47,097

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具、器具
及び備品

205,125 76,074 129,050

ソフトウェア 18,986 9,452 9,533

合計 224,111 85,527 138,583

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 13,737千円

１年超 43,301千円

合計 57,039千円

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 41,562千円

１年超 133,521千円

合計 175,083千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 10,654千円

減価償却費相当額 14,743千円

支払利息相当額 950千円

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 35,214千円

減価償却費相当額 57,523千円

支払利息相当額 3,896千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

率法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年４月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成18年４月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

 未払事業税否認額 5,757千円

 賞与引当金否認額 26,491千円

 その他 8,072千円

繰延税金資産(流動)計 40,321千円

繰延税金資産(固定)

 減価償却超過額 11,083千円

 その他 3,335千円

繰延税金資産(固定)計 14,419千円

繰延税金負債(固定)

 その他有価証券評価差額金 2,686千円

繰延税金負債(固定)計 2,686千円

繰延税金資産(固定)の純額 11,733千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税否認額 10,764千円

賞与引当金否認額 23,461千円

その他 8,670千円

繰延税金資産(流動)計 42,895千円

繰延税金負債(流動)計 －千円

繰延税金資産(流動)の純額 42,895千円

繰延税金資産(固定)

減価償却超過額 29,945千円

長期前払費用償却超過額 25,715千円

その他 12,355千円

繰延税金資産(固定)計 68,016千円

繰延税金負債(固定)計 －千円

繰延税金資産(固定)の純額 68,016千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下

のため、記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.7%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5%

住民税均等割等 4.0%

その他 0.4%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6%



(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日) 

     該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日) 

     該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

１株当たり純資産額 150,825円89銭 228,382円55銭

１株当たり当期純利益 20,025円18銭 20,700円56銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18,131円52銭 17,613円95銭

前事業年度
(自 平成16年５月１日
至 平成17年４月30日)

当事業年度
(自 平成17年５月１日
至 平成18年４月30日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益（千円） 109,730 125,073

 普通株主に帰属しない金額（千円） 6,000 6,000

  （うち利益処分による役員賞与金） (6,000) (6,000)

 普通株式に係る当期純利益（千円） 103,730 119,073

 普通株式の期中平均株式数（株） 5,180 5,752

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（千円） －             －

普通株式増加数（株） 541 1,008

  （うち新株予約権） (541) (570)

  （うち転換社債）             (－)             (438) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

－ －



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
 

     【債券】 

  

 
 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円)

イートアンド㈱ 6,800 31,600

㈱ベンチャー・オンライン 46 10,580

投資有価証券
その他 
有価証券

㈱ディーシー・クリエイト 30 7,500

㈱ワングロース 40 2,000

トリプロデュース㈱ 20 1,000

小計 6,936 52,680

計 6,936 52,680

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額 

(千円)

投資有価証券
その他 
有価証券

㈱VERY第１回無担保転換社債型
新株予約権付社債

20,000 20,000

小計 20,000 20,000

計 20,000 20,000



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
     なお、「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 218,540 512,257
168,329

562,469 41,274 38,543 521,194
(47,054)

 工具、器具及び 
 備品

45,165 55,313 27,431 73,046 32,239 20,035 40,806

 建設仮勘定 ― 879,512 389,496 490,016 ― ― 490,016

  有形固定資産計 263,706 1,447,083 585,257 1,125,531 73,514 58,579 1,052,017

無形固定資産

 営業権 118,699 ― ― 118,699 47,479 23,739 71,219

 商標権 416 ― ― 416 90 41 325

 ソフトウェア 80,955 ― 9,850 71,105 35,074 19,541 36,030

  無形固定資産計 200,070 ― 9,850 196,220 88,644 43,322 107,575

長期前払費用 247,332 129,128
105,600

270,861 91,920 73,967 178,940
(62,400)

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

   繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 直営店舗運営開始に伴う増加 502,264千円

工具器具備品 直営店舗運営開始に伴う増加 50,855千円

建設仮勘定 直営店舗運営開始に伴う増加 879,512千円

建物 直営店舗売却に伴う減少 118,220千円

工具器具備品 直営店舗売却に伴う減少 24,381千円

長期前払費用 ＦＣ加盟金の減少 104,000千円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １．平成17年８月29日に第三者割当増資を実施したことにより、資本金は224,814千円、資本準備金は224,814

千円増加しております。さらに、平成17年９月21日における新株予約権の行使に伴い、資本金は4,987千円、資

本準備金は4,987千円増加しております。 

２．任意積立金の当期増加額については、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による戻入れであります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) (注)１ 359,275 229,801 ― 589,076

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注)１ (株) (5,350) (609) (―) （5,959)

普通株式(注)１ (千円) 359,275 229,801 ― 589,076

計 (株) (5,350) （609) (―) （5,959)

計 (千円) 359,275 229,801 ― 589,076

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金) 
 株式払込剰余金(注)１

(千円) 257,275 229,801 ― 487,076

計 (千円) 257,275 229,801 ― 487,076

利益準備金及び 
任意積立金

（利益準備金） (千円) 2,175 ― ― 2,175

（任意積立金） 
  別途積立金（注)２

(千円) 30,000 50,000 ― 80,000

計 (千円) 32,175 50,000 ― 82,175

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 6,288 6,129 720 2,364 9,332



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

  

相手先別内訳 

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 21,142

預金の種類

普通預金 522,875

定期預金 317,167

郵便貯金 197

小計 840,240

合計 861,383

相手先 金額(千円)

㈱ジャパンネットワーク・データベースマーケティング 37,432

㈱ガーディアンシップ 36,327

㈱エムエスケイ 32,834

㈱セイインターナショナル 15,750

プロミス㈱ 11,283

その他 141,150

合計 274,778

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

171,348 2,443,596 2,340,166 274,778 89.5 33



ハ 商品 

  

 
  

ニ 材料 

  

 
  

ホ 貯蔵品 

  

 
  

へ 関係会社株式 

 
 

ト 敷金・保証金 

  

 
  

品名 金額(千円)

ゴルフパートナー販売商品 16,796

合計 16,796

品名 金額(千円)

食材 6,748

合計 6,748

品名 金額(千円)

書籍 956

リクルート回数券 560

合計 1,516

区分 金額(千円)

㈱エフ・アンド・エフマネジメント 90,000

㈱Ｈｕｇｅ 59,920

㈱トランシス 50,000

㈱ジースタイラス 2,000

合計 201,920

相手先 金額(千円)

㈱ジャパンネットワーク・データベースマーケティング 61,983

住友不動産㈱ 52,740

㈱ユニディオコーポレーション 50,000

㈱風俗文化研究所 19,776

㈲二葉 18,012

 その他 164,707

合計 367,218



チ 買掛金 

  

 
  

リ １年以内返済予定長期借入金 

  

 
  

ヌ 社債                                550,000千円 

内訳は「１連結財務諸表等」「（１）連結財務諸表」「⑤連結附属明細表」「社債明細表」に記載し

ております。 

  

ル 長期借入金 

  

 
  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

三井食品㈱ 24,284

㈱風月インターナショナル 5,424

㈱カクヤス 3,658

㈱ゴルフパートナー 3,121

オザックス㈱ 2,292

その他 23,488

合計 62,270

相手先 金額(千円)

㈱三菱東京UFJ銀行 38,000

㈱りそな銀行 93,360

商工組合中央金庫 75,000

その他 92,000

合計 298,360

相手先 金額(千円)

商工組合中央金庫 156,250

㈱りそな銀行 135,000

㈱三菱東京UFJ銀行 123,500

その他 170,900

合計 585,650



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

  

決算期 ４月30日

定時株主総会 毎営業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ４月30日

株券の種類
 １株券
10株券
100株券

中間配当基準日 10月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典

毎年４月末日現在の当社株主名簿及び実質株主名簿に記載されている株主に対し、以
下の基準に応じて2,000円相当の商品を贈呈いたします。 
所有株式数１株 贈呈される商品の数１個 
所有株式数２株 贈呈される商品の数２個 
所有株式数３株以上 贈呈される商品の数３個



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時

報告書を平成17年５月18日に関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告

書を平成17年５月19日に関東財務局長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告

書を平成17年５月23日に関東財務局長に提出 

  

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第４期(自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日)平成17年７月29日関東財務局長に提出 

  

(5) 有価証券届出書及びその添付書類 

新株式の発行 平成17年８月12日に関東財務局長に提出 

  

(6) 有価証券届出書及びその添付書類 

新株予約権付社債の発行 平成17年８月12日に関東財務局長に提出 

  

(7) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の規定に基づく臨時報告

書を平成17年５月19日に関東財務局長に提出 

  

(8) 半期報告書 

事業年度 第５期中(自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日)平成18年１月31日関東財務局長に提出 

  



(9) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告

書を平成18年３月23日に関東財務局長に提出 

  

(10) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告

書を平成18年３月29日に関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年７月２８日

株 式 会 社 リ ン ク ・ ワ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社リン

ク・ワンの平成１６年５月１日から平成１７年４月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リン

ク・ワン及び連結子会社の平成１７年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年７月２８日

株 式 会 社 リ ン ク ・ ワ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社リン

ク・ワンの平成１７年５月１日から平成１８年４月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リン

ク・ワン及び連結子会社の平成１８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して連結財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年７月２８日

株 式 会 社 リ ン ク ・ ワ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社リン

ク・ワンの平成１６年５月１日から平成１７年４月３０日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リンク・ワ

ンの平成１７年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年７月２８日

株 式 会 社 リ ン ク ・ ワ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社リン

ク・ワンの平成１７年５月１日から平成１８年４月３０日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社リンク・ワ

ンの平成１８年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 
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